
風力発電に係るゾーニング実証事業
○風力発電については、騒音やバードストライク等の環境影響や地元の反対意見等が問題となることがあり、
環境アセスメント手続に時間を要することがある。

○このため、環境省では、事業計画が立案される前の早期の段階で、地方自治体主導で、関係者の協議のもと、
再生可能エネルギー導入を促進しうるエリア、環境保全を優先するエリア等を設定する「ゾーニング」を行
うことを促進。平成28年度から風力発電に係るゾーニング手法検討モデル事業を10地方自治体において実施。
平成30年３月に「風力発電に係る地方公共団体によるゾーニングマニュアル」を策定・公表。
○ゾーニングの制度化（ゾーニングの実効性を確保し具体化に向けた仕組み）を検討するため、地方公共団体
に公募を行い、今後３箇年をかけて環境影響評価に係るゾーニングの実証事業を行う。

○ゾーニングを踏まえた事業計画が立案されることにより、地元の理解が得られやすくなり、また、環境アセ
スメントに要する審査期間、調査期間の効率化・短縮化が見込め、風力発電の円滑な導入を促進。

関係者・関係機関との調整

・協議会、検討会等に関係者・関係機関が参画
・個別ヒアリング、パブコメ etc

成果の活用法

・マップの公開
･公募等による誘致促進 etc

扱う情報
【事業性】
・風況、地形情報（標高、傾斜等）
・アクセス性（道路網、送電網） etc

【環境配慮事項】
・環境保全、国土保全、農業振興等に関する法規制
・鳥類の営巣地、渡りルート等の情報
・景観（観光地からの見え方等）
・住宅集合地からの距離 etc

レイヤー
情報の整理

関係者・
関係機関協議

意見の反映・調整

注：陸上風力の場合
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ゾーニングのイメージ

重ね合わせ

ゾーニング結果
促進エリア

調整エリア

保全エリア
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○H30採択地方公共団体

○H31公募応募地方公共団体

○秋田県にかほ市
陸上風力
導入見通し：124MW

○岩手県久慈市
洋上風力
導入見通し：169MW

○徳島県阿南市
洋上風力
2026年（Phase1）50MW程度

洋上風力
導入見通し：未定

○新潟県

○和歌山県

洋上風力
導入見通し：1,140MW程度

○福岡県北九州市

洋上風力
2020年 210MW
2030年 630MW
2050年 700MW

洋上風力
導入見通し：3,000MW程度

○長崎県

風力発電に係るゾーニング実証事業 実証地域



風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業

背景・目的

○風力発電については、環境影響評価手続の迅速化が求められるとともに、
特定の地域に事業が集中する状況にあり、環境影響への適切な対応が課題
となっている。
○これらの課題に対応し、環境影響に適切に配慮した形での再生可能エネ
ルギーを導入していくためには、地域の自然的条件・社会的条件を評価し、
導入促進に向けた促進しうるエリアや環境保全を優先することが考えられ
るエリア等を設定するゾーニングが有効である。ゾーニングの効果を担保
するためには、環境影響評価におけるゾーニングの制度化を見据えた検討
が必要不可欠である。

2019年度要求額
400百万円（400百万円）

H33～H32H31

事業スキーム

実施期間 平成28～32年度

国
・公募・選定
・ゾーニングの
制度化を見据
えた検討

地方公共団体
・制度化を見据えた
ゾーニングの実施

・関係者等との調整
・情報の収集等

・制度化を見据えた
実証事業を委託

実施結果の報告

事業概要

○実証事業におけるゾーニングの実践
平成30年度に採択した４地域程度の実証地域において、平成30年度中

に更新版を公表予定である「ゾーニングマニュアル」等に基づき、制度
化を見据えたゾーニングを実施する。必要に応じて、累積的影響の検討
等を行う。また、「ゾーニングマニュアル」について、セミナー等によ
る普及促進を図る。

○ゾーニングの制度化を見据えた検討
平成30年度まで実施したモデル事業の成果及び上記実証事業の状況等

を踏まえ、環境影響評価制度におけるゾーニングの位置づけを含めた効
果的な制度化の在り方に関する検討を行うとともに、必要に応じて累積
的影響等技術的事項についても検討する。

期待される効果

○効果的なゾーニング手法に関するマニュアルの普及促進を図るとともに、
制度化を見据えた検討を進めることにより、環境影響に適切に配慮した
形での風力発電の大量導入を促進する。

ゾーニングマニュアルの普及

国（検討・
公募主体）

・ゾーニングの制度化
を見据えた検討

・累積的影響等必要な
技術手法の検討

ゾーニング実証事業における
課題等も踏まえた制度化検討

地方公共団体
・実証事業の実施
・関係者との調整 等

・知見の集約
・課題の抽出 等
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環境影響評価制度における
ゾーニングの適切な運用による
再生可能エネルギーの大量導入
の実現


